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平成1 4 年３月期　　　　　　　 中 間 決 算 短 信        　　　        平成 13 年 11 月９日

上場会社名　　株 式 会 社 エ ス ケ イ ジ ャ パ ン              　 　上場取引所(所属部)　大阪証券取引所・市場第二部

コード番号　　７６０８ 　本社所在地　 　大阪市中央区上町一丁目３番10 号

問 合 せ 先     　　責任者役職名　　 取締役管理部長

　　　　　　　氏 名      　　 川 上   　　　優　　　　 　ＴＥＬ (06) 6765-0670

中間決算取締役会開催日     平成 13 年 11 月９日 　　　　　　　　中間配当制度の有無　　　有

中間配当実施の有無　　　有　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間配当支払開始日　　平成 13 年 12 月 12 日

１．13 年９月中間期の業績（平成 13 年４月１日～平成13 年９月 30 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高(対前年中間期増減率) 営業利益(対前年中間期増減率) 経常利益(対前年中間期増減率)

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　％

　　　　　2,390　 （　13.5）

　　　　　2,105 　（△ 0.8）

　　　百万円　　％

　　　　　　163　  (   4.8)

　　　　　　155　　(△32.0)

百万円　　％

　　　　　　162　  (   2.1)

　　　　　　159　  (△25.1)

13 年３月期 　　　　　4,400 　　　　　　322 　　　　　　324

中間（当期）純利益          

(対前年中間期増減率)

１ 株 当 た り          

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益          

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　％

 　　　　　　91　　(  15.8)

　　　　　　 79　　(△34.8)

　　円　　銭

27    30

23    57

13 年３月期 　　　　　　166 49　  54

（注）

　１．期中平均株式数　　13 年９月中間期 3,363,865 株　　12 年９月中間期 3,363,865 株　　13 年３月期 3,363,865 株

　２．会計処理の方法の変更　　無

（２） 配当状況

１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

13 年９月中間期

12 年９月中間期

     円　　銭

6　　　00

6　　　00

　　　　　円　　銭

――

――

13 年３月期 　　　　　―― 12　　00

（３） 財政状態

総　資　産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

13 年９月中間期

12 年９月中間期

　　　　　百万円

2,732

2,580

　　　　　百万円

1,709

1,575

　　　　　　％

62.6

61.0

　　　円　　銭

508    34

468    25

13 年３月期 2,478 1,642 66.3 488    22

（注）期末発行済株式数　　13 年９月中間期 3,363,865 株　　12 年９月中間期3,363,865 株　　13 年３月期 3,363,865 株

　　   

２．14 年３月期の業績予想（平成 13 年４月１日～平成14 年３月 31 日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金              
売 上 高 経常利益 当期純利益

期　末

通  期       

百万円

4,700

百万円

360

百万円

204

　　円　　銭

　　 6　  00

　 円　　銭

 12　  00

　 （参考）１株当たり予想当期純利益　　60 円 82 銭
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１．個 別 中 間 財 務 諸 表 等                   

(1) 中間貸借対照表 （単位：千円）

前中間会計期間末

(平成12年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成13年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１．現金及び預金 717,770 770,527 713,404

２．受取手形 75,093 112,027 102,975

３．売掛金 546,882 624,561 534,343

４．有価証券 50,075 50,222 50,170

５．自己株式 273 192 83

６．棚卸資産 162,278 172,953 99,094

７．前渡金 8,747 16,934 11,728

８．短期貸付金 70,000 70,000 60,000

９．前払費用 7,024 5,781 1,601

10．繰延税金資産 18,693 14,461 11,446

11．その他 1,866 7,420 12,145

貸倒引当金 △  3,540 △  4,046 △  4,200

流動資産合計 1,655,165 64.1 1,841,035 67.4 1,592,793 64.3

Ⅱ 固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 284,379 279,011 286,784

２．車両運搬具 8,499 6,229 6,621

３．工具、器具及び備品 2,440 8,494 6,555

４．土地 434,130 416,835 416,835

有形固定資産合計 729,449 28.3 710,571 26.0 716,796 28.9

(2）無形固定資産 5,244 0.2 5,244 0.2 5,244 0.2

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 5,789 7,512 9,695

２．関係会社株式 10,000 10,000 10,000

３．破産債権・更生債権等 7,341 3,137 8,247

４．保険積立金 158,949 116,114 109,044

５．繰延税金資産 8,610 21,487 17,977

６．その他 7,479 20,751 17,360

貸倒引当金 △  7,341 △  3,137 △  8,247

投資その他の資産合計 190,829 7.4 175,866 6.4 164,079 6.6

固定資産合計 925,523 35.9 891,683 32.6 886,120 35.7

資産合計 2,580,688 100.0 2,732,719 100.0 2,478,913 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成12年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成13年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１．買掛金 434,870 556,198 362,128

２．短期借入金 250,881 131,538 150,192

３．一年以内返済予定長期借入金 50,700 58,768 59,484

４．未払金 43,012 49,975 54,060

５．未払法人税等 73,490 76,943 51,002

６．未払消費税等 2,354 9,328 －

７．未払費用 16,312 18,251 16,798

８．賞与引当金 27,637 28,231 21,171

９．その他 6,860 9,495 7,288

流動負債合計 906,119 35.1 938,729 34.3 722,126 29.1

Ⅱ 固定負債

１．長期借入金 82,660 44,904 73,930

２．退職給付引当金 16,774 39,113 40,539

固定負債合計 99,434 3.9 84,017 3.1 114,469 4.6

負債合計 1,005,553 39.0 1,022,746 37.4 836,596 33.7

（資本の部）

Ⅰ 資本金 336,002 13.0 336,002 12.3 336,002 13.6

Ⅱ 資本準備金 367,364 14.2 367,364 13.5 367,364 14.8

Ⅲ 利益準備金 7,500 0.3 12,000 0.4 9,518 0.4

Ⅳ その他の剰余金

１．任意積立金 500,000 700,000 500,000

２．中間(当期)未処分利益 364,268 294,605 429,432

その他の剰余金合計 864,268 33.5 994,605 36.4 929,432 37.5

資本合計 1,575,135 61.0 1,709,972 62.6 1,642,317 66.3

負債資本合計 2,580,688 100.0 2,732,719 100.0 2,478,913 100.0
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(2) 中間損益計算書 （単位：千円）

前中間会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度の

要約損益計算書
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 2,105,713 100.0 2,390,918 100.0 4,400,886 100.0

Ⅱ 売上原価 1,468,303 69.7 1,710,782 71.6 3,115,693 70.8

売上総利益 637,410 30.3 680,135 28.4 1,285,192 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 481,493 22.9 516,679 21.6 962,744 21.9

営業利益 155,916 7.4 163,456 6.8 322,448 7.3

Ⅳ 営業外収益

１.受取利息 686 607 1,602

２.受取家賃 4,571 4,571 9,142

３.業務受託収入 2,571 2,571 5,142

４.保険解約益 1,884 517 6,474

５.雑収入 1,157 10,871 0.5 2,446 10,713 0.5 2,635 24,998 0.6

Ⅴ 営業外費用

１.支払利息 3,726 2,933 7,257

２.投資有価証券評価損 1,899 2,192 8,293

３.為替差損 654 － 3,219

４.雑損失 1,115 7,395 0.3 6,351 11,477 0.5 4,300 23,070 0.5

経常利益 159,392 7.6 162,692 6.8 324,376 7.4

Ⅵ 特別利益

１.貸倒引当金戻入額 1,097 － －

２.保険解約益 － 1,097 0.0 － － － 50,308 50,308 1.1

Ⅶ 特別損失

１.固定資産売却損 － 45 30,769

２.
退職給付

引当金繰入額
19,261 19,261 0.9 － 45 0.0 38,523 69,292 1.6

税引前中間(当期)純利益 141,228 6.7 162,647 6.8 305,392 6.9

法人税、住民税及び事業税 73,570 77,335 152,491

法人税等調整額 △ 11,638 61,931 2.9 △  6,524 70,811 3.0 △ 13,758 138,732 3.1

中間（当期）純利益 79,296 3.8 91,835 3.8 166,659 3.8

前期繰越利益 284,971 202,769 284,971

中間配当額 － － 20,180

中間配当に伴う
利益準備金積立額

－ － 2,018

中間(当期)未処分利益 364,268 294,605 429,432
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(3) 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

　　子会社株式　　　　　　  移動平均法による原価法を採用しております。

　　その他有価証券

 時価のあるもの　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

 時価のないもの　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ取引　　　 時価法

ハ　棚卸資産　　　　　　　 総平均法（月次）による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　定率法を採用しております。

 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物         15 ～ 50 年

車 両 運 搬 具          2 ～  6 年
工具、器具及び備品  2 ～ 10 年

３．引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ　賞与引当金    　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ　退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務（責任準備金）

及び年金資産に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……商品輸入による外貨建予定取引

ハ　ヘッジ方針　　　　将来の為替変動リスク回避のために行っております。

ニ　有効性評価の方法　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効

性を評価しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。


